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教育二法案の国会審議過程（上）
─衆議院における審議と修正案の可決─
藤田 祐介
1. はじめに（本稿の目的と課題）
本稿の目的は、1954（昭和 29）年 5 月に成立した「教育公務員特例法の一部を改正する
法律」（以下、教特法と略）及び「義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関す
る臨時措置法」（以下、中確法と略）の二つの法律（以下、教育二法と略）の法案（以下、
教育二法案と略）をめぐる国会審議過程について検討することである。
第 15 回国会に提出された「義務教育学校職員法案」（以下、義教法案）の審議過程では、
教員の政治活動を中心に「教育の政治的中立」（以下、適宜、政治的中立と略）1）に関する議
論が活発に展開されたものの、同法案は審議未了で廃案となった2）。同法案の廃案以降、政
治的中立をめぐる論議が再び活発化したのは、教育二法の制定過程においてである。
1953（昭和 28）年 5 月 21 日、第 5 次吉田内閣で大達茂雄が文部大臣に就任し、いわゆ
る「山口日記事件」が発生したことを契機に、文部省では教員の政治活動制限に関する立法
化構想を徐々に具体化し、中央教育審議会（以下、中教審）では、教員の政治活動制限の検
討を中心に、政治的中立に関わる論議が重ねられた。中教審の論議と並行して、文部省は法
案の立案作業を進行させ、1954（昭和 29）年 2 月 18 日の閣議で教育二法案は政府原案と
して正式に決定し、同月 22 日に第 19 回国会に提出された。そして最終的に、5 月 29 日の
衆議院本会議において、教育二法は参議院修正のとおり可決・成立し、6 月 3 日に公布され
たのである（施行は 6 月 13 日）。教育二法案が国会に提出されてから、ほぼ 100 日を経て
の成立であった3）。あらかじめ、同法案の審議経過を示しておくと、表 1 のとおりである。
同法案をめぐって激しい論争が繰り広げられた国会審議の過程では、政治的中立に関する
多様な論点と解釈が提示された。その意味で、教育二法案をめぐる国会審議の場は、政治的
中立に関する問題を検討する上で最も重要なアリーナの一つであったといえる。したがっ
て、教育二法の制定過程を叙述した戦後教育（政策）史研究の多くは、国会審議の動向に焦点
を当てている4）。
教育二法案をめぐる国会審議を主な対象とした研究としては、参議院緑風会の対応に焦点
を当てた前田英昭の研究 5）、衆参両院文部委員会での論議を中心に、教育二法の成立過程を
跡付けた貝塚茂樹の研究 6）、旭丘中学校事件の具体的検証を行った森田尚人の研究 7）、公務
員の政治活動制限の問題を考察するという観点から審議の概要をまとめた戸田浩史の研究 8）
などがあり、審議の過程と論点については、教育二法案立案の当事者であった斎藤正や大達
茂雄によって、整理がなされている9）。このように、先行研究によって、国会審議の過程は
ほぼ明らかにされているものの、例えば、本会議における論議や各論点に関する個別の議論
の内容、教育二法案の修正をめぐる政党（特に改進党）の動向など、詳細に検討がなされて
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表 1 教育二法案の審議経過
月 日 衆議院 月 日 参議院
2 月 24 日
26 日
3 月 1 日
 3 日
 5 日
12 日
13 日
15 日
16 日
17 日
18～19 日
20 日
25 日
26 日
5 月 29 日
本会議：趣旨説明、質疑
文部委員会：付託
文部委員会：趣旨説明
文部委員会：質疑開始
文部委員会：質疑、文部省が「偏向教
育の事例」に関する資料提出
文部委員会：質疑
文部委員会：質疑、実情調査報告
文部委員会公聴会
文部委員会：質疑、山口日記事件調査
報告（山崎始男）
文部委員会：質疑
文部委員会：質疑
文部委員会・労働委員会連合審査会：
質疑
文部委員会：質疑
文部委員会：質疑終局の動議成立
本会議：文相不信任決議案否決
文部委員会：辻委員長不信任動議否決、
質疑終局の動議再可決、三派共同修正
案提出、対修正案質疑
文部委員会：討論、修正議決
本会議：文部委員長報告、質疑、討論、
修正議決
本会議：参議院回付案に同意
教育二法の可決・成立
2 月 24 日
25 日
3 月 11 日
13 日
16 日
26 日
4 月 1 日
2 日
6 日
8～9 日
12～13 日
15～16 日
19 日
20 日
21 日
22～24 日
26 日
27 日
 
27～28 日
30 日
5 月 14 日
本会議：趣旨説明
本会議：趣旨説明に対する質疑
文部委員会：予備付託
文部委員会：趣旨説明
文部委員会：実情調査報告
文部委員会：実情調査報告
文部委員会：本付託
文部委員会：質疑開始
文部委員会：質疑
文部委員会：質疑
文部委員会：質疑
文部委員会：偏向教育の事例に関する
証人喚問
文部委員会：質疑
文部委員会：質疑
文部委員会・地方行政委員会連合委員
会：質疑
文部委員会：質疑
文部委員会公聴会
文部委員会・人事委員会・法務委員会
連合委員会：質疑
文部委員会・労働委員会連合委員会：
質疑
文部委員会：質疑
文部委員会：質疑終局の動議成立
文部委員会：緑風会修正案提出、討論、
修正議決
本会議：文部委員長報告、討論、修正
議決、衆議院に回付
* 国会会議録を基に筆者作成。
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いない点もある。
そこで本稿では、先行研究を踏まえつつ、従来の研究で十分に掘り下げられていない部
分、特に主要な論点となった政治的中立の考え方と中確法の教唆・煽（扇）動をめぐる論議、
そして教育二法案の修正をめぐる政党の動向の検討を中心に、第 19 回国会における教育二
法案の審議過程を詳細に検討することを課題とする。なお本稿は、紙幅の都合上、前編（本
号）と後編（次号）の二部構成とし、前編で衆議院における審議過程（本会議における三派
共同修正案の議決まで）、後編で参議院における審議過程（教育二法の成立まで）を扱う。
2. 第 19 回国会衆議院における教育二法案審議
2.1. 吉田茂首相の施政方針演説と質疑
教育二法案の審議過程に入る前に、1954（昭和 29）年 1 月 27 日の衆議院本会議で行われ
た吉田茂首相の施政方針演説を確認しておきたい。吉田はこの演説において、「一部極端なる
傾向が教育界に現われつつある事実もまた政府として見のがし得ざるところ」と指摘した上
で、次のように、政治的中立確保の必要性に言及している（傍線部は筆者。以下同様）10）。
学校教育は心身の発達の未熟な生徒児童を対象とするものであり、従って特定の政党
政派の主義主張を刻印するがごとき教育を施すことは厳に戒めるべきであります。しか
るに、現状においては、学校教育の政治的中立性が侵されんとする危険性が少くないの
で、政府は、これに対し所要の立法措置を講じ、国の将来のため正常な学校教育の運営
を保障したいと考えるものであります。
同月 28 日、29 日及び 30 日の本会議では、各議員から吉田の施政方針演説に対する質疑
が行われた。政治的中立の確保に関しては、例えば、水谷長三郎（右派社会党）が「教育の
中立性に名をかる教員の政治活動の禁止など、みな占領政策是正を看板に反動逆コースを歩
まんとする現政府の露骨なる意図を示すものにほかなりません」11）と述べているように、左
右両派社会党議員から批判が相次いだ。特に、大西正道（右派社会党）は政治的中立の問題
に詳しく言及し、政府の姿勢を厳しく批判する質疑を行っている12）。大西は、政治的中立が
尊重されなければならないとしながらも、教員の政治活動の禁止については、「あまりにも
飛躍し過ぎた結論」であり、「この結論は、ものの正当な解決を誤った、きわめて危険な考え」
と指摘した。そして、「教育の中立性」と「教員の政治的自由」のいずれか一方の犠牲にお
いて一方だけが尊重されるのは無意味であり、教員の政治活動禁止措置は、健全な教員の政
治活動をも制限し、「これが教育の本質をゆがめる重大なる危機に導く要因になるであろう」
と述べて、吉田に立法措置の必要性を質した。大西は文相と労相にも、教員の政治活動を禁
止することの憲法上の問題点を質し、「あなた方は、このような禁止立法を考える前に、な
ぜもっと積極的な指導と啓蒙をしようとしなかったのか」と批判している。さらに文相に対
して、「教育の中立性維持を教員の自覚と責任にまつ意思はないのか」と質問した。
大西の質疑に対して吉田は、「終戦後の一種の空白状態に乗じて、教育者が教育の中立性
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を奪うがごとき行動を起したことは、私ははなはだ遺憾とするところ」と述べながら、その
措置についての答弁を文相に委ねた。大達文相は、政府が政治的中立に関する法案の成案を
急いでおり、法案提出後に「その内容についてとくと御審議をいただきたい」と述べるだけ
で具体的な答弁を行っていない。そして、「決して不必要な制限、いわゆる行き過ぎをする
という気持はありません。いわんや、憲法を蹂躪するというようなことは全然考えておらぬ
ことはむろんであります」というのが「本音」であると付け加えた13）。
施政方針演説に対する質疑は、保守系の改進党議員からもなされている。町村金五（改進
党）は、日教組が、「へんぱな階級的世界観に立脚して、特定の政党のみを支持し、かつ教
壇から純白なる生徒に対し片寄った政治教育を行っておりますことは、正しい民主主義を守
るためにも、日本民族の繁栄をはかりますためにも、断じて黙過することができない」と批
判しつつも、「政府が日教組の政治的偏向の是正のためにとって来た方策は、きわめて姑息
であり、かつおざなりなものにすぎず、事態を今日のごとく悪化せしめた原因は、むしろ政
府の無為無策に帰せざるを得ません」と政府の対応を厳しく批判している。そして、「全国
数十万の教員に対し、彼らが教育者として当然あるべき姿に立ちもどり、たっとい天職に生
きるよう、誠心誠意を尽し反省を求めることが必要」としながら、「この努力なくしては、
たとい法的措置を講じても、教育の中立性は絶対に維持されない」と述べて、政府の所見を
求めた14）。
町村の質疑に対して大達は、「今日学校における教育が、先生の主観によって、先生の考
え方で、かってほうだいな、片寄った教育が行われておるという事実を認むる」としなが
ら、「これをこのまま放置するということは、これは国家の運命に暗影を投ずるおそれがあ
る」と述べ、「学校の教育を正常な軌道に乗せなければならぬ」というのが法案提出の趣旨
であると答弁している15）。
2.2. 本会議における教育二法案の趣旨説明と質疑
教育二法案は、1954（昭和 29）年 2 月 16 日の閣議で政府原案として正式に決定し、同
月 22 日に第 19 回国会に提出された（中確法は閣法第 40 号、教特法は閣法第 41 号）。国会
に提出された教育二法案（政府原案）の内容は次のとおりである16）。
義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する法律
（この法律の目的）
第一条 この法律は、教育基本法（昭和二十二年法律第二十五号）の精神に基き、義務
教育諸学校における教育を党派的勢力の不当な影響又は支配から守り、もつて義務教
育の政治的中立を確保するとともに、これに従事する教育職員の自主性を擁護するこ
とを目的とする。
（定義）
第二条 この法律において「義務教育諸学校」とは、（中略）
（特定の政党を支持させる等の教育の教唆及びせん
4 4
動の禁止）
第三条 何人も、教育を利用し、特定の政党その他の政治的団体（以下「特定の政党
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等」という。）の政治的勢力の伸長又は減退に資する目的をもつて、学校教育法に規
定する学校の職員を主たる構成員とする団体（その団体を主たる構成員とする団体を
含む。）の組織又は活動を利用し、義務教育諸学校に勤務する教育職員に対し、これ
らの者が、義務教育諸学校の児童又は生徒に対して、特定の政党等を支持させ、又は
これに反対させる教育を行うことを教唆し、又はせん
4 4
動してはならない。
2 前項の特定の政党等を支持させ、又はこれに反対させる教育には、良識ある公民た
るに必要な政治的教養を与えるに必要な限度をこえて、特定の政党等を支持し、又は
これに反対するに至らしめるに足りる教育を含むものとする。
（罰則）
第四条 前条の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は三万円以下の罰金に処する。
（処罰の請求）
第五条 前条の罪は、当該教育職員が勤務する義務教育諸学校の設置者の区別に応じ、
左の各号に掲げるものの請求を待って論ずる。
（中略）
附 則
この法律は、公布の日から施行する。
理 由 （略）
教育公務員特例法の一部を改正する法律
教育公務員特例法（昭和二十四年法律第一号）の一部を次のように改正する。
（中略）
第二十一条の三を第二十一条の四とし、第二十一条の二の次に次の一条を加える。
（公立学校の教育公務員の政治的行為の制限等）
第二十一条の三 公立学校の教育公務員の政治的行為の制限については、地方公務員法
第三十六条の規定にかかわらず、国立学校の教育公務員の例による。
2 前項の規定によりその例によるものとされる国家公務員法第百二条第一項に規定す
る政治的行為の制限に違反した者は、同法第百十条第一項の例によるものとする。
附 則
1 この法律は、公布の日から施行する。
2 地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）の一部を次のように改正する。
（中略）
第三十六条第二項但書中「公立学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に
規定する公立学校をいう。以下同じ。）に勤務する職員以外の職員は、」及び「公立学校
に勤務する職員は、その学校の設置者たる地方公共団体の区域（当該学校が学校教育
法に規定する小学校、中学校又は幼稚園であつて、その設置者が地方自治法第百五十五
条第二項の市であるときは、その学校の所在する区の区域）外において、」を削る。
（後略）
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同月 24 日には衆参両院の本会議で大達文相より法案の趣旨説明が行われ、国会審議が開
始された。衆議院本会議で大達は、政治的中立については教育基本法（旧法。以下同様）の
第 8 条に明示されており、その確保が期せられなければならないとして、中確法案の提案理
由を次のように説明している17）。
この法律案の所期するところは、義務教育学校において教育基本法の期待するような
正しい政治教育が行われることを保障するのにあります。すなわち、第一条に規定して
おりますように、この法律は、教育基本法の精神に基き、義務教育諸学校における教育
を党派的勢力の不当な影響または支配から守り、もって義務教育の政治的中立を確保す
るとともに、これに従事する教育職員の自主性を擁護することを目的とするものであり
ます。
そして、この目的を達成する方法こそが、義務教育諸学校の教育職員に対し、党派的教育
を行うよう教唆・煽動することの禁止であるとした上で、中確法案第 3 条から第 5 条の規
定内容を説明した。大達は、「教唆、扇動するということは、いかなる目的に出ずるもので
ありましても、またいかなる手段に訴えるものでありましても、教育上の見地からすれば好
ましくない」としながら、中確法が禁止するのは、「特別の条件を備える場合のみに限定し
た」と言い添えている。
教特法案については、まず、公務員の政治的行為に関する現行規定に言及し、国立学校の
教育公務員と公立学校の教育公務員の場合を比較しながら、両者に「法制上顕著な差」が設
けられていることを指摘した。それは、「制限事項並びに罰則の有無につき差異があるのみ
ならず、制限を受ける地域の範囲につきまして、国立学校の教育公務員が全面的に制限を受
けているのに反し、公立学校の教育公務員に対する制限は、原則としてその勤務する学校の
設置者たる地方公共団体の区域内に限られることとなっている」ということである。その上
で次のように、教特法案の趣旨を説明した。
しかしながら、教育は、国民全体に直接責任を負って行われるべきものであり、一地
方限りの利害に関することではないのでありますから、職員の政治的中立性を保障し
て、その職員の職務たる学校における教育の公正な運営を確保するに必要な職員の政治
的行為の制限に関しましては、公立学校の教育公務員を国立学校の教育公務員と区別し
て規制することは適当でないと考えるのであります。よって、教育公務員の職務の特殊
性を考慮し、公立学校の教育公務員の政治的行為の制限につきまして、これを国立学校
の教育公務員と同様の取扱いをしようとするものであります。
大達の趣旨説明は、「淡々とした事務的のもの」18）といえるが、それだけに教育二法案の
要点が明確に示されている。この後、大達の趣旨説明に対して、坂田道太（自由党）、田中
久雄（改進党）、辻原弘市（左派社会党）、前田榮之助（右派社会党）、小林信一（小会派ク
ラブ）、安藤覺（日本自由党）（登壇順）が質疑を行い、これに対して、大達や緒方竹虎副総
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理などの政府関係者が答弁を行った19）。
まず、与党議員である坂田は、当然ながら教育二法案支持の立場から質疑を行った。坂田
は、「この法案の内容も知らず、研究もしないで、臆測や先入観に基いて、まったく違った
内容を前提に議論が行われておること」が「最も遺憾にたえない」と述べ、同法案の反対論
について、「政府の決定が遅れたために、説明が尽されないための誤解に基いて反対される」
ものと、「故意に何らかの政治的意図をもって反対されておる」ものの 2 つがあると指摘し
た。そして、「政府はこの際、きわめて率直に、大胆に、不明確なる点を明らかにし、善良
なる国民の誤解を一掃する必要がある」と主張している。興味深いのは、坂田が約 1 年前
の 1953（昭和 28）年 2 月 19 日、第 15 国会衆議院本会議での義教法案の趣旨説明に対す
る質疑において、これと全く同様の発言を行っていることである20）。発言内容の一字一句が
似ていることから、坂田においては、義教法案と教育二法案をめぐる反対論に共通性を見出
しており、義教法案の趣旨説明に対する質疑を、ほぼそのまま教育二法案の趣旨説明に対す
る質疑に流用したことが窺えるのである。
坂田による質疑の要点は、「教育の中立性とは何か。中立性侵犯の事例を放置すれば、全
国至る所に同様の事例が続出すると思うが、どうか」、「日教組の行っている平和教育は、特
定の目的をもつ反米親ソ、中共礼讃の偏った一方的思想の強要ではないか」、「教える自由を
教員から奪い、教員の基本的人権を侵しているのは教育二法案でなく、日教組ではないか」、
「中確法は教唆・煽動者を取り締まるものであって、教員を不当な束縛から解放するもので
あり、その容疑も教育委員会（以下、教委と略）等の請求をまって捜査されるので、警官に
よる学校内への立ち入りはあり得ないと思うが、どうか」という 4 点であった。坂田自身
の回想によれば、これが坂田の「処女演説」であったという。坂田はこの演説について、
「野次と怒号の中で夢中でしゃべった。いま読んでみても偏向教育への私の怒りがよみが
えってくる」と述懐しているが、これが「処女演説」であったという点については、やや疑
問がある21）。
さて、坂田の質疑に対し、大達はおおよそ次のような内容の答弁を行った22）。
①共産党や社会党左派の主張を言えば教育二法案に抵触し、自由党などのことを言えば
何らさしつかえない、といった法案に対する「反対の宣伝」があるが、同法案にある
「特定の政党」には、いかなる政党も含まれる。
②山口日記事件は必ずしも偶然の事実ではなく、日教組の闘争方針に基因するもので、
日教組が計画的に故意に指令を流していることは、各種資料によって明らかである。
③平和やその精神を教えることは何も差し支えないが、平和教育の名のもとに特定政党
の主張を支持または反対する教育は、教育基本法 8 条に抵触する。ただし、中確法
の「教唆・煽動」の内容として罰則にあたるかどうかは、具体的に個々の場合の実際
について、判定しなければならない。
④日教組等が教員の政治的行為の制限について、何も言えなくなるなどと批判している
のは、「非常な間違い」で「虚構の宣伝」である。「公務員法」では、政治的行為につ
いて一定の局限された行為のみ制限しているのであって、例えば、国家公務員法の対
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象になっている大学教授が政治的行為の制限の問題について活発な政治的意見を発表
していること自体、このことを証明している。
以上のように述べた大達は、教育二法案の国会提出前から憶測に基づいて同法案が批判さ
れていることに対し、「初めからうそを承知で宣伝したものと見るよりほかはない」と厳し
く批判した。また、犬養健法相は、警官がほしいままに行動することはなく、学校で行われ
た違法行為に対しては、よほどの場合を除き、主に行政上の監督権に基づく処分によりたい
との考えを示した。さらに、国家地方警察（以下、国警と略）本部長官の斎藤昇は、日本共
産党が暴力革命を否定していない現状では、治安機関として、日教組内における共産勢力に
ついて視察や内偵を怠っていないと述べ、共産党の日教組グループの活動状況を報告した。
その一方で、思想調査に該当するようなものはないと明言している。
次に質疑を行った田中は、政治的中立を侵す事例の現状説明を求めるとともに、偏向教育
に対しては教育二法案でなくとも、教育三法（教育基本法、学校教育法、教育委員会法）の
改正、あるいは文部省の勧告と助言によって対応可能との考え方を示し、この勧告と助言が
不十分であるとして、日教組に対する政府の姿勢の甘さを批判した。これに対して大達は、
「相当強い偏向の教育が行われておるということは、これは争うべからざる事実」と述べる
とともに、日教組が「強い政治的な偏向を持つ、その意味においては政治的団体である」と
指摘し、文部省は従来から日教組に対して指導・助言を行ってきたにも関わらず、効果がな
かったと弁明している。
辻原と前田は、基本的人権や言論の自由を保障する日本国憲法の精神に反するとして教育
二法案、特に中確法案を厳しく批判し、教員の政治活動制限に異を唱えた。例えば前田は、
中確法案について、政治的中立確保の意義を認めつつ、政治的中立と教員の政治的自由のい
ずれか一方の犠牲において一方が尊重されるのは意味がないとし、政治的中立の確保は「国
民の監視並びに教員の自覚と責任」に委ねるべきと主張した。1 月 30 日の本会議における
同じく右派社会党の水谷長三郎（前出）と同様の批判である。そして、山口日記事件は「例
外的な事例」であり、この事例を理由として「一部の者を律するために全体の善良なる教員
を規制することがはたして民主的方法であるか」と問うた。これに対して緒方副総理は、中
確法は憲法の精神に反するものでなく、「教育基本法の精神とするところを忠実に実現しよ
うとするもの」であり、「教員を萎縮せしめるというようなことは絶対にない」と応じた。
大達はこの点について、「行き過ぎでない先生には迷惑はかからない」と答弁している。
また辻原は、教育二法案の立案過程に関する質疑を行った。辻原は、同法案が秘密裏に作
成され、法案をめぐって政府部内（文部省、法務省、内閣法制局）で対立があり、法務省が
法案の文部省案を憲法違反として拒否したと指摘して、この対立の様相について質した。同
法案の立案過程については拙稿でも検討したとおりであるが 23）、政府側答弁は、政府内の
不一致という事実はなく、「法文作成の技術の点で両省間においてはなはだ率直な議論の交
換をいたしまして、双方とも益するところが多かった」（犬養法相）というものであった。
さらに辻原は、中確法案に規定する「政治的中立」とは何かという点にこだわり、その意
味を質した。辻原の質問は、政府が言うように、政党その他の政治的団体の影響を排除する
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ことを政治的中立の確保と捉えるならば、政府与党による影響はどう考えるのかというもの
である。その例として、各学校や PTA に対して自由党の機関紙である『自由党報』が配布
された事実を取り上げ、これを「政府の言う中立性を侵しておる最も好個の例」と指摘し、
これを排除しなければ、「政府、与党の意のままになれということだと解釈しなければなり
ません」と批判している。『朝日新聞』によれば、この『自由党報』は、1954（昭和 29）
年 2 月 13 日付の「教員の政治活動制限問題…特集号」と題するもので、教育二法案の必要
性を強調し、日教組の活動を批判する内容となっていた。自由党情報局から全国 15 都府県
の学校長や PTA に直接または教委を通して郵送されたとされる24）。
小林は、教育二法案を「恐喝的」で「苛酷な法律的取締り」を行うものと批判し、同法案
がある限り、教育基本法第 8 条に規定する政治教育の尊重は望めないと主張した。大達は、
自由な教育は尊重すべきとしながら、「教育基本法の第八条の二項に規定してあるような限
界を越えて、そのわくを越えて、かって気ままな教育をする、こういう意味における教育の
自由というものは当然認めらるべきものではなくして、今日むしろそういう放恣な教育が行
われておるということが、この法律案を提出せざるを得なくなった理由」と答弁している。
最後に質疑を行った安藤は日教組の行き過ぎを認めながらも、日教組内部で自己批判が行
われており、「何を好んで再び五十万の教職員の団結とその意識とを先鋭化せしめなければ
ならないのか」と述べて、教育二法案を批判した。さらに、辻原と同様、『自由党報』が学
校に配布された事実を批判し、この点についての大達の見解を質した。大達は、この事例は
中確法とは関係なく、問題となるのは教職員団体を通じた教唆・煽動であると答弁してい
る。確かにこの事例は政治的中立の問題に関連するものの、中確法案とは別に議論されるべ
き問題といえようが、ここではこれ以上のやりとりはなされていない。
2.3. 文部委員会における審議の内容
本会議での趣旨説明の後、教育二法案は文部委員会に付託され、2 月 26 日に開催された
文部委員会では、大達文相が同法案の趣旨説明を、緒方信一初等中等教育局長がその補足説
明を行った25）。同委員会で質疑が開始されたのは 3 月 1 日である。同委員会でどのような
質疑が行われたかについては、同委員会の辻寛一委員長が 3 月 26 日の衆議院本会議で行っ
た審議経過報告（以下、辻報告）26）を確認しておけばよいだろう。ここで辻は、後述の「偏
向教育の事例」にも言及し、これらの事例について、「一部不明確なものを除いては、程度
と範囲の差こそあれ事実」と述べている。そして、特に山口日記事件と旭丘中学校における
偏向教育の実態を紹介し、後者については「その学校に子弟をゆだねることを深く憂慮し、
その苦悩を訴えるさまはまったく涙なくしては聞き得なかった」と報告した。
森田尚人が指摘するように、「『教育二法』案をめぐる主要な論点は、衆議院審議のなかで
ほぼ出尽くした感があ」27）り、審議の主要な論点とその内容は、辻報告に示されている。辻
報告によれば、質疑の中心的な論点は、①日教組と共産党のグループ活動との関連、②日教
組の実体に関すること、③罰則の対象となる「教唆・煽動」概念の拡大解釈や教員の政治活
動制限が教員の無気力等を招来すること、④日教組の一部行き過ぎは、日教組の反省と自粛
にまつべきということ、⑤平和教育と憲法との関連、⑥「教育の政治的中立」という概念に
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ついて、の 6 点であった28）。各論点に関する辻報告の大要は次のとおりである。
①については、国警本部提出の「日教組内のグループ活動について」と公安調査庁提出の
「教育研究大会における日共グループ活動状況」の二つの資料及び国警本部長官の「日教組
内における共産党員 659 名」という証言等によって、日教組における共産党員のグループ
活動が日教組の行動方針と実際的活動に強大な影響力を持っている事実が明確になった。②
については、日教組は任意団体であるが、実質的には一般の労働団体と同様の活動を行って
おり、その基本的運営方針や闘争目標等からして政治的色彩が極めて濃厚である。日本教職
員政治連盟と表裏一体的関係に立って活動しており、実質上の一つの政党とみなし得る 29）。
③についての政府側の説明は次のとおりである。教唆・煽動の場合、取り締まりの対象は
教職員自体ではなく、外部から働きかける者である。この場合、警察官憲等の勝手な行動は
あり得ず、当該学校を管理する教委等の請求を待たねばならない。教唆・煽動は、教職員中
心の構成団体の組織または活動を利用して働きかける者の行為なので、教職員への直接的影
響はない。また、国家公務員同様の政治的行為の制限については、国立学校の教職員の不自
由が問題化したことはなく、現に活発な政治的批判が行われている事実からしても、個人の
言論などの自由を制約されることはあり得ない。むしろ、教育二法によって日教組の指令や
圧力による不当な支配から解放され、「民主的な自由」を回復することになる。
④については、日教組自身の反省、自粛が最も望ましい。しかし、日教組は闘争態度を強
化しており、活動方針の根底をなす意識が改められない限り、反省は期待し得ない。日教組
は政治的活動に重点を置き、その闘争方針は平和教育の名目のもとにわが国の現実を無視し
た一方的な政治的意識の徹底化を意図している。組合員と資金を動員し、民主的な寛容の態
度を捨て、教壇を通して児童生徒の教育を掌握し、法律を無視して行政機関の存在を否定す
るような行動をとっていることは明白である。その平和教育に関して（⑤の論点について）、
平和教育の徹底は憲法や教育基本法の精神に忠実ということであり、これを阻むべき理由は
ないという見解がある。憲法をそのまま説明することに何ら支障はないが、平和を実現する
手段に関する内容が問題であり、「再軍備反対、基地化反対」等の親ソ反米の一方的な政治
的手段を主張するという内容は、明らかに偏向教育である。
最後に⑥について、「政治的中立」は議会政治、政党政治のもとでは究極的には守り得な
いという見解、教師が教壇に立つ際には自己の信念や政治的信条を偽ることはできないの
で、政治的中立という概念は無意味であるという見解があった。しかし、このような考え方
にはきわめて重要な錯誤が含まれている。政治的中立とは教育基本法第 8 条を意味し、こ
れは児童生徒を相手とする教師が最も基本的な態度として堅持しなければならない。一市
民、個人の立場では、いかなる信念や理想を持つことも自由であるが、児童生徒は教師の私
有物でなく、将来に完成を図ろうとする自由を持つ一人格である。教師が自己の主観をその
まま児童生徒に押し付けようと試みれば、児童生徒の自由を奪い、その絶対的な人格の完成
を阻むことになる。したがって、教師は自己の思想・信念を客観的立場に置く謙虚な態度を
必須条件とし、自分の信念や真理に対立すると思われる真理や知識も十分に語り、児童生徒
の批判力と成長に備えなければならない。教師は、右の政治観と同じ重要さをもって左も説
き、その決定は児童生徒の将来の判断に委ねるべきものである。民主的自由国家を標榜する
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限り、平和教育の美辞で行われる偏向教育は、わが国の将来を誤り、国民教育を一組合の独
占私有に帰せしめようとする巧妙な政治思想的陰謀である。
この辻報告に対しては、野原覺（左派社会党）から批判的な質問がなされた。野原は「偏
向教育の事例」の調査結果報告について、「実に一方的」であり、「偏向教育の事例中の大半
がまったくのでっち上げ」などと述べて、報告内容が不正確、不公平であると批判してい
る。これに対して辻は、「不公平なことを報告してみたところで、どうせ会議録に出ておる
のでございます」と述べた上で、一方に偏した報告は行っておらず、概括的ではあるが、両
論を解説して報告を行ったと反論した30）。
2.4. 「偏向教育の事例」をめぐる論議
3 月 3 日の文部委員会では、野党委員からの要求に応じて、「偏向教育の事例」（24 事例）31）
に関する資料が政府側から提出された。ここで大達文相は、この資料に記載された事例につ
いて、「情報としてとりまとめた比較的正確であろうと思われるもの」であるが、「ほかにも
たくさんあるかもしれません」と述べている。そして、この事例の調査方法や出所を尋ねた
野原覺（前出）に対し、文部省から直接出向いて調査したものもあるが、「その端緒となっ
たものは、各地の新聞等に報ぜられた事例等に基いて、教育委員会その他の関係方面から調
べていただいものが多い」としながら、「出所を一々申し上げるつもりは初めからない」と
答え、その理由の一つとして、情報提供者を保護する必要性に言及した32）。
この「偏向教育の事例」に関する現地調査が、3 月 8 日から 10 日にかけて実施された。
調査対象事例は第 1 班が山口日記事件と安下庄町小・中学校の偏向教育（以上、山口県）、
第 2 班が岐阜県教職員組合（以下、本節において、教職員組合は教組と略）の社会科教育
資料、恵那郡内小・中学校の偏向教育及び益田高校の破防法違反事件（以上、岐阜県）、旭
丘中学校及び大将軍小学校の偏向教育（以上、京都市）、第 3 班が警察官の教員に対する思
想調査（青森県。ただし、「偏向教育の事例」には含まれていない）、一関小学校及び姉体村
立中学校の偏向教育（以上、岩手県）である。
現地に派遣された文部委員会のメンバーは、第 1 班が前田榮之助（前出）、亘四郎（自由
党）、山崎始男（左派社会党）の 3 名、第 2 班が田中久雄（前出）、伊藤郷一（自由党）、野
原覺（前出）の 3 名、第 3 班が松平忠久（右派社会党）、小林信一（前出）、長谷川峻（自
由党）の 3 名である。12 日の委員会では、各班の調査派遣委員による実情調査報告とこれ
に対する質疑が行われた33）。以下では、教育二法案立案の契機となった山口日記事件と、後
の教育二法案審議に大きな影響を与えた旭丘中学校の事例が特に重要であるため、これに関
する第 1 班と第 2 班の報告と質疑を見ておくことにしたい。
前田及び亘によると、第 1 班では、山口県の県教委、PTA 連合会事務局長、小・中学校
長（代表 3 名）、県教組、教職員団体連合会等の関係者を対象に山口日記事件について調査
を実施した。その結果、県教組の関係者以外は日記の欄外記事が偏向教育であることを認め
ており、県教組は同記事に親ソ的な内容を盛り込むことが平和教育推進のために必要という
見解であったとされる。しかし、関係者の大半が日記の偏向性を認めたものの、日記の使用
者は少数であり、教委による日記使用禁止の措置が奏功したこともあって、実害はあまりな
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かったという。「欄外に書かれた偏向といわれておるものを力強く利用したような形跡はほ
とんど見られないという情勢」であり、同記事は日教組の指令に基づいたものではないとい
うのが前田の報告である。亘も、「児童に与えた影響の実害は案外軽微なものであった」こ
とを確認しているが、前田の説明に加え、PTA 連合会事務局長（脇本氏）の言として、県
教育会が日記の偏向性を批判し、その使用禁止を決議した事実を紹介している。
また前田は、教職員団体連合会が日記の偏向性を認めつつも、教育二法案を非難し、反対
した事実について報告を行った。しかし亘は、この点に関して、「反対をされる意見の方々
は、おおむね教育と自由という現実から遊離した上に立っての御意見」と批判し、調査にお
いて「教組の活動のまことに敏捷にして徹底した活動の跡をつぶさに知ることができた」と
述べている。法案反対の意見の背後に教組の影響があるという見解を示したのである。な
お、山崎は当日（12 日）の文部委員会には出席せず、3 月 15 日の同委員会に出席して報告
を行った。山崎も日記について、「いささか遺憾の点があったことは率直に私自身も認めま
した」としながら、「実害は僅少」と述べ、山口日記事件の背景に「相当政治的な事情があっ
た」として、同事件が県教委等と組合の「対立の激化の一つの現れ」と指摘している34）。
次に旭丘中学校の事例についての第 2 班の報告である。田中によれば、調査は、市教育
委員（全員）、教育長、指導部長らに詳細な報告を受けた後、旭丘中学校の校長、父兄代表、
京都市教組中学校部会部長ら教組関係者から個別に事情聴取する形で行われた。その結果、
「偏向教育ありとする方の熱心な主張者は、代表的に十五人で、大多数の父兄の方は、偏向
教育なし、非常にいい教育が行われておるという説明」であり、「まるきり両極端」であっ
たという。「偏向教育あり」と主張する少数の父兄は教育内容に深い関心をもつ「知識階級」
であり、偏向教育に「非常に苦悩」していたとされる。他方で「偏向教育なし」と主張する
多数の父兄は「一般の人々」であり、同校の教育に対する危惧は特に抱いていないとのこと
であった。田中は同校の学校運営の問題点を指摘した京都市教委による「旭ヶ丘中学校長に
対する勧告」の内容を読み上げるとともに、同校校長がこの内容の事実を認めたことを報告
している35）。
また伊藤は、同校の立場を擁護する多数の父兄は、「そういうことを聞いておらぬ、知っ
ておらぬと言うだけ」であるが、偏向教育を問題視している父兄は、「いついつか自分が見
た、聞いた、こういう具体的な例ばかり」と主張するとともに、市教委の不破教育長が同校
の問題事例のほとんどを認めたと述べている。そして、伊藤の母校である京都大学 36）の教
員が旭丘中学校の偏向教育を憂慮し、市教委の福原達朗委員長 37）が教育二法案の通過を期
待していたという事実を報告した。
一方、野原は伊藤と異なり、旭丘中学校で顕著な偏向教育が認められなかった旨の報告を
行っている。野原によれば、同校の橋本栄治郎校長は、偏向教育と指摘されている事例につ
いて、「絶対に学校が組織的、計画的にやっているものではございません」と答えたとされ、
同校の偏向教育に関する文部省の報告内容に事実誤認が含まれることが判明したという。そ
して野原は、PTA の多くの人は同校の教育に不満を持っていないと指摘した上で、「たまた
まいろいろな声明書をつくって市の教育委員会にどなり込んで行ったりしたのですから、新
聞が大きく取上げまして、大達さんの教育に対する考え方に火をつけるような取上げ方をし
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て、実は騒ぎがここまで大きくなったということを私ははっきり確認をして帰って来た」と
述べて、政府が同校の偏向教育の実情を過大視していると批判した。
以上の報告から窺えるように、文部委員会における「偏向教育の事例」についての実情調
査報告の内容は、教育二法案に賛成する与党委員とこれに反対する野党委員の間で「全く相
容れず対立したものとなった」38）のである。実情調査報告の終了後、同委員会では「偏向教
育の事例」に関する質疑が行われ、事例に関する資料の出所とその信憑性に関する質問が
度々繰り返された。これらの質問に対して大達は、3 月 3 日の同委員会で明言したとおり、
情報提供者を保護する必要性から、資料の出所を明確にしないという姿勢を崩さず、資料の
信憑性についても「決して文部省が、かってに捏造した事例は一つもありません」と強調
し、これについては委員が各自に判断するほかない、という趣旨の答弁を繰り返している。
この点に関する各委員と大達のやりとりは、辻委員長の言葉を借りれば、「はてしのない
押問答のよう」39）であり、質疑の中盤では、小林進（右派社会党）から事例に関する資料が
整うまで審議を中止すべきとの動議も提出された（動議は起立少数で否決）40）。最終的には、
大達が田中の要望に応じ、「提出した資料が、事実に相違しておるということがはっきりい
たしますれば、これを訂正するにやぶさかではありません。決してこのままで委員会の方に
押しつけるという考えではありません」と答弁し、当日の委員会は散会となっている。
2.5. 文部委員会公聴会の開催
3 月 13 日の文部委員会では、教育二法案についての公聴会を開催した。公述人は、板橋
菊松（私立大学連盟常務理事）、金久保通雄（読売新聞社編集局教育部長）、蠟山政道（お茶
の水女子大学学長）、斎藤喜博（群馬県島村小学校校長）、瀧川幸辰（京都大学学長）、鹽澤
常信（東京都 PTA 会長）、松岡弘（信濃教育会副会長）、小林武（日教組中央執行委員長）、
日高第四郎（元文部事務次官）の 9 名である。あらかじめ教育二法案に対する 9 名の賛否
を述べておくと、賛成は板橋、日高のみで、瀧川は賛否を明確にせず 41）、その他の 6 名は
反対であった。以下、教育二法案の賛否ごとに、各公述人の見解を見ていこう42）。
2.5.1. 教育二法案賛成の公述
最初に公述を行った板橋は、政治的中立の概念が曖昧であるとして、「これを私は教育の
不偏不党と考えたい」との見解を示した。そして、「どの政党が政権を握っても、教育は御
用党にくみしてもいけなければ、その反対党に片寄ってもいけない（中略）これが教員とし
ての教育的良識」であり、国公私立を問わず、教員にはこの「教育的良識（良心）」が必要
であると主張した。教特法案については、私立学校に比して身分保障が手厚い教育公務員の
政治活動制限は「当然過ぎるほど当然」であり、教育は国家的事業であるため、国家公務員
同様の政治的行為の制限は当然として、賛意を示している。
中確法案については、その趣旨に賛成しつつも、「主たる条文の立法構造が複雑で納得で
きないところがある」と述べている。特に、第 3 条の「何人も」が教育法案に相応しくな
く、正犯抜きの教唆犯と煽動犯のみを定めたことが「法律条規の体をなしていない」と批判
した。板橋は、「決して悪法だとは思いませんが、何だか珍しい愚法のような気持がいたす
158
のであります」と述べているが、「教育の政治的中立、不偏不党の立場から見ても、断固と
して許すべからざる」状況があるならば、「断固としてこれを取締る法規をつくっていいと
確信して疑わない」と述べて、教育二法案に賛成した。
最後に公述を行った日高も、教育二法案に賛成した。日高は、教育基本法第 8 条の政治
的中立の規定に日教組が違反している事実があることは否定できないとし、「学校は組合の
学校ではない」として、特に義務教育段階で党派的教育が行われることを厳しく批判した。
日高は、瀧川の見解に触れながら、公共的な意味において「国家公務員たる教育公務員と、
地方公務員たる教育公務員との間の差別は、ほとんどないにひとしい」と述べて、教特法案
に賛意を示した。そして、中確法案については、現実に照らして「遺憾ながら必要」と消極
的に賛成した。特に、同法案が教唆・煽動によって偏向教育を行った者を処罰の対象として
いないことに「筋が通らない」と疑問を呈し、これを刑罰の対象とすべきと主張している。
2.5.2. 教育二法案反対の公述
次に、教育二法案に反対した公述人の見解である。まず、金久保は、①現実政治を批判し
ながら理想を追求するのが教員の仕事であり、これが他の公務員との違いであるから、教員
の政治活動はできるだけ自由でなければならない、②自由な独立心のある子供を教育するた
めには、教員の政治的行為を極端に制限すべきでない、という二つの理由から教特法案に反
対した。中確法案については、教育の中立性が「教師と子供たちとの関係、教室における教
育活動の問題」にも関わらず、「教師と団体を通じて教師に教唆、扇動をする人の関係を取
締ろうということになっておる」と述べて反対した。また、日教組の過度の政治活動を批判
しながらも、「一部の日教組のやり方が行き過ぎであるからといって、全体の教師を取締る
ということは、何としましても適切でない」と主張している。そして、教育二法案が世論の
支持を得ていないことを指摘し、世論を汲み取ることを要請した。
次に蠟山は、まず、教育二法案について自らの見解を発表して以来、多数の賛同を得たこ
とを強調した。確かに蠟山は、論稿等を通じて教育二法案や政治的中立の考え方について、
政治学者・行政学者の立場から積極的に見解を発表しており43）、その発言内容は注目され
る。蠟山は教育二法案について、「わが国の民主主義の基礎である教育制度について相当大
いなる影響を与えるおそれのある法案」と指摘した上で、教育二法案それぞれの問題点につ
いて詳しく述べている。教特法案については、特定の影響力を除いた地域では政治活動の自
由を大幅に認めるという地方公務員法第 36 条の但書の趣旨を強調するとともに、この但書
をそのままにして、特例法で教職員の権利や身分を規定することの問題を「ナチス的立法」
と呼んで厳しく批判した。そして、地方自治法との関連で教員（身分）の制度に関し、「重
大なる紛淆」を生じるおそれがあるなどの理由から、教特法案に反対した。
中確法案については、法案の趣旨には理解を示しつつ、立法形式が「非常に危険性を包蔵
しておる」と述べて、特に中確法案第 3 条の規定の問題を指摘した。第 3 条の規定では、
犯罪の構成要件とそうでないものの境目が不明瞭であり、これが「この法律の最大の欠点」
としながら、これにより政治教育は困難となり、教育基本法第 8 条第 1 項の規定が無意味
になると主張している。また、中確法案第 5 条の規定についても問題視し、第三者に対し
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て請求責任を発動できるような根拠を監督機関が得ることは難しく、「かえって波乱を巻き
起す結果」となり、法の目的は達成し得ないと述べている。さらに、日教組の政治活動に問
題があるとすれば、日教組の規約によって規制すべきであり、日教組が自発的にそれをやら
ない場合は、地方公務員法の職員団体の規定によるべきで、「職員団体の活動を相手にする
のに、一般教員の政治的権利を制限するような立法は、悪法でなければ何でありましょう
か」と批判した。
蠟山に続いて公述を行った斎藤は、教育二法案の提出によって教師が動揺していると指摘
し、ただでさえ無気力で自主性のない教員が、同法案によってその傾向を強めていると報告
した。「何もしない先生が幅をきかして来る」ために、「だめな先生たちが喜ぶ法案ではない
か」というのが斎藤の見解であったが、法案の内容には具体的に言及していない。また鹽澤
は、全国的に法規制の対象とすべき危険な教員の割合は少ないとの認識を示した上で、政治
的中立を侵す教育が行われた場合は、「まず私ども父兄が先に立ち上って、この問題を取上
げて（中略）これを解決する」と主張し、教育二法案に反対した。特に、同法案によって教
員が教育意欲を喪失することや、法案への反感から教壇を放棄することに懸念を示している。
松岡も鹽澤と同様、偏向教育があった場合は父兄や世論が許さないとし、現行法でこれを
取り締まることは可能と述べて教育二法案に反対した。偏向教育をしている者はごく少数で
あるにも関わらず、大多数の善良な教員に刑罰を科す法律を作ることは、教育者の自尊心を
傷つけ、萎靡沈滞や反感を招くと主張している。教特法については、「地方公務員法のうち
の政治活動のところだけを国家公務員並にするということは、私は法律の体系上非常に疑義
がある」と批判し、中確法については、「教唆、扇動しているのかどうか、またそれを受け
た先生が教室で特定の政党を支持しているか、反対しているかということはなかなかわから
ない」とし、これを調査するための警察力の介入に懸念を示した。
政治的中立の考え方については、「教育者は自分の子供を教育すると同時に、国家のため
に政治、政策を批判して、その政策がもし教育の理想にかなう政策ならば、また教育を重ん
ずる政策ならばこれに賛成し、これを支持する政党を支持するのである。もしどの政策にし
ても、われわれの理想を不可能ならしめ、妨げる、あるいは教育を重んじないような政策に
は反対し、それを支持する政党には反対する。これが真の政治的中立である」という見解を
示した。
日教組中央執行委員長である小林は、もちろんこと、教育二法案に対して「絶対に反対の
立場」を表明した。小林は戦前・戦中の教育の問題点に触れながら、教育二法案が「教育の
中立を確保するというよりかも、政府やあるいは政治権力というようなものが教育の中立を
破壊する方向に持って行く危険が非常に含まれている」と批判し、教特法案には「教育の地
方分権というようなものを否定する考え方」があると指摘している。中確法案については、「教
育の中立性という概念のあいまいさの中に隠れて、一方的に教師だけが何か問題にされてお」
り、「政府、国家における教育政策、教育行政の面に関するものに対して何ら触れられてお
らない」点を問題視した。そして、罰則が適用される具体的行動が不明瞭であることから拡
大解釈される危険性があるとし、文部省提出の「偏向教育の事例」を例に挙げて、これが「濫
用されるおそれの見本のようなもの」と批判している。公述の終盤には、日教組批判にも言
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及し、「日教組の行動が組合員に影響して、そしてそのことが全部教員の教育活動に行き渡っ
ているというような考え方に立たれている」と述べ、日教組批判に対して疑問を呈した。
2.5.3. 瀧川幸辰の公述と質疑
最後に、教育二法案に対して賛否を明確にしなかった瀧川の見解をみておきたい。刑法学者
である瀧川の公述も、蠟山と同様に学術的観点を踏まえたものとなっており、重要である44）。
瀧川は中確法案について、日教組を弱体化するものという世間の非難は当たらず、「日教組
を規制する法律としては、はなはだ無力な法律」と断言している。中確法案は、日教組のメ
ンバーが罰せられるだけで、日教組に対して何ら規制がない、というのがその理由である。
そして、「日教組を規制するという法律なら、もう少し日教組を中心にした団体──教員を
主たるメンバーとしておる団体を規制する法律案をつくらなければだめだ」と主張し、同法
案について「右を見、左を見てつくった非常に弱い法律という感じがする」、「こういう立法
は立法としてはいささか卑屈なような気がする」と述べた上で、「もう少し正面から堂々と
切り出すべきではないか」という見解を示した。
さらに、中確法が「教員の思想の自由を拘束する法律」であるという批判に対し、「私は
全然その自由を拘束していないという見解をとっております」と述べ、その理由について、
「教員が保守主義者であろうとあるいは進歩主義者であろうと、主義主張のいかんにかかわ
らず、その教員が発言することは自由であります。たとえばその教員の家に児童が遊びに来
たときに、どうも今の政治が悪いからもう少し進歩的な政治がよいとか、あるいはもっと具
体的にいえば共産主義がよいとか言うことは、その教員のかってだろうと思います。ここま
で拘束するつもりはありません」45）と説明した。
その一方で、中確法案の罰則規定には批判的であった。瀧川は、大学教授が自らの政治的
見解を教室で宣伝することは卑劣な行為であり、ましてや義務教育において、白紙のような
人間である生徒に対し、ある政治的傾向を教え込むことは問題としながらも、「教唆扇動と
かいう、多少法律上議論のある、範囲の明確さを欠くところ」によって罰するのではなく、
罷免など行政処分の方向に向うべきと主張している。また、教特法案については、例えば選
挙運動に関し、「国家公務員である教員と、地方公務員である教員との間に区別を置くこと
はおかしなこと」として、地方公務員である教員が国家公務員にならうことには理解を示し
つつも、国家公務員の言論が制限され過ぎているとして、「もう少し教育公務員の言論の自
由を認める法律にかえていただきたい」と要望した。偏向教育は禁止すべきであるが、「あ
らゆる面において公務員であるから、政治上の発言が全然できないということは無理なこ
と」というのが瀧川の見解であった。
各公述人に対する質疑では、蠟山と瀧川、そして日教組の小林に対して多くの質問がなさ
れ、例えば自由党の坂田道太や世耕弘一は小林に対し、日教組の政治活動や共産党との関係
について何度も質問を繰り返した。そして、言うまでもなく瀧川への質問は、中確法の「教
唆・煽動」（教唆の独立性等）の考え方など、法理論に関するものが少なくなかった。瀧川
は竹尾弌（自由党）の質問に対して、正犯を罰しないで教唆だけを独立して罰することは可
能という見解を示すとともに、政治的中立に関しては、「一党一派の意見にゆだねてはなら
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ないということ」と答え、「大学もむろんそうですが、それ以上に特に大学以下の学校では
政治的中立性ということは必要」と述べている。竹尾は、「もう少し深い学問的な理論的指
（根─著者註）拠があってしかるべきだと思うのですが、その点はどうなんです」と尋ねて
いるが、瀧川は「一党一派という言葉が非常に抽象的なんですが、それ以上のちょっと適当
な表現を持ちません」と述べ、「ある種の政治思想を注ぎ込むことはいけない、こういうこ
と」と簡潔に答弁している46）。
竹尾の質問に関連して、山崎始男（前出）も政治的中立の考え方が重要であるとし、これ
が「一体政治的な用語であるのか倫理的な用語であるのか、あるいは教育学上の用語である
のか、それとも法律上の用語であるのか」と問うている。これに対し瀧川は、法律用語では
ないとしながら、「内容ははなはだ漠然としております。しかしそうむずかしくいえば、あ
らゆることはみな漠然としているので、この政治的中立性という言葉も、事実の運営にあ
たっては、実際にはわかるだろうと思うのです。何をやればいけないとか、どういうことは
許さぬとかいうことは大体わかるだろうと思います」と答えている。その上で、「しかしそ
の言葉は法律用語でも何でもありませんので、私はたびたび申し上げる通り、刑罰規定とし
てはあの法律は輪郭が少しぼんやりしておる、いわゆる罪刑法定主義の立場からいって輪郭
がぼんやりしておる」というように、中確法案の問題点を指摘した47）。
2.6. 教育二法案の修正案をめぐる動き
2.6.1. 教育二法案の修正案をめぐる改進党の動向
さて、衆議院における教育二法案審議の過程では、野党でありながら、政府・自由党と同
じ保守政党であった改進党の動向が注目される。3 月 9 日、改進党の「教育二法案小委員会」
（吉田安委員長。以下、小委員会と略）48）は教育二法案の政府原案に対して、同法案の修正
案（第一次修正案）を決定した。修正案の要点は、中確法案については、①新たに「不当な
政治（的）教育の禁止」に関する一条を設け、義務教育諸学校に勤務する教育職員が児童生
徒に対して政治的に偏った教育をしてはならないことを比較的明確に定めたこと、②外部か
ら教唆・煽動する者を取り締まる規定を設けたこと、③処罰の請求があった場合の校長の報
告義務を定めたことであり、①の規定に違反した教員に対しては、刑罰（政府原案）を科さ
ずに行政処分の対象とすることが教特法案の改正案であった49）。なお、①は中確法第 3 条の
新設であり、その条文案は次のとおりである50）。
第三条（不当な政治的教育の禁止）
義務教育諸学校に勤務する教育職員は特定の政党その他の政治団体（以下「特定の政
党等」という）の政治的勢力の伸張もしくは減退、特定の内閣の成立、存続、不成立も
しくは倒壊、政治の方向に影響を与えるに足る特定の政策の実現もしくはその阻止また
は国の機関において決定した政策（法令を含む、以下同じ）の実施を崩壊する目的を
もって義務教育諸学校の児童または生徒に対して特定の政党などを支持させ、もしくは
これに反対させ、特定の内閣を支持させ、もしくはこれに反対させ、政治の方向に影響
を与えるに足る特定の政策を主張させ、もしくはこれに反対させ、または国の機関にお
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いて決定した政策に反対させる教育を行ってはならない。
小委員会では教特法については「政府原案より緩和した線」、中確法については「政府原
案より強化した線」で修正する方針をとった51）。この修正案は、小委員会の吉田委員長や町
村金五らの「保守派・官僚グループ」の手によって作成されたが、同党政策委員会ではこれ
が、三木武夫、稲葉修、中曽根康弘、吉川久衛、内藤友明、桜内義雄らの「革新派」によっ
て批判され52）、教育二法案をめぐる党内の議論は紛糾した。教育二法の不成立を期待してい
た革新派は同法案が「教員の人権を制限し、教育に対する熱意を失わせる」と主張してお
り、この主張は世論の動向とも一致して多数の支持者を得たという。時には革新派議員の退
場騒ぎがあるなど、党内の議論は激しいものであった。改進党内における「保守・革新」の
対立は「根本的には両派の思想の相違を現わす」が、保守派が保守連立への素地を作ろうと
する意図があるのに対し、革新派は教育二法案等を通じて倒閣攻勢に出ようとする事情に基
づいていたというのが、『時事通信』の記事の見立てである53）。
改進党の動きに合わせて、3 月 14 日には、竹尾弌文教部長、辻衆議院文部委員長をはじ
めとする自由党文部委員が文相公邸に集まり、大達文相らとともに、改進党の修正案に対す
る政府、与党内の意見調整について協議を行った54）。改進党では、同党革新派の批判を受
け、3 月 17 日の同党政策委員会（三浦一雄委員長）において、①政治活動制限については
日教組などの団体がその構成員の自由を拘束しないようにする、②政治的中立確保について
は教育基本法の趣旨を生かす、などを骨子とした第二次修正案を作成することとし、翌 18
日に第二次修正案を決定した。第二次修正案は、政府原案及び第一次修正案を大幅に緩和す
るものであり、「保守派・官僚グループ」はこれに不満で、第一次修正案を採用しない場合
には政府原案の賛否投票を行うことも求めたとされる。一方、革新派には、投票となった場
合に数の上で不利となるため、これを避けたいという思惑があった55）。
改進党は、このような複雑な党内情勢の影響で党の態度をなかなか一本化できなかった
が、最終的には 19 日の夜に、三浦政策委員長、吉田安、中曽根康弘、稲葉修、町村金吾、
寺本広作氏らの小委員会が第三次修正案をまとめた。その内容は、①教特法案については、
「公立学校教職員の政治活動禁止を国家公務員なみとせず、その都道府県においては禁止し、
罰則は行政罰とする」、②中確法案については、「臨時措置法とし、政府案における教唆・扇
動の内容を規定した第三条の二項を削除する」というものであり56）、翌 20 日の両院議員総
会でこれが党議決定された57）。ここでは、革新派の伊東岩男、吉川久衛、笹森順造らの反対
意見が出されるとともに、同修正案は目的を骨抜きにするものであり、さらに強化すべきと
の意見（古井喜実）が出されたものの、椎熊三郎の動議で起立採決が行われ、多数で修正案
が承認されたのである58）。
2.6.2. 修正案をめぐる保守三党の折衝
この後、改進党が決定した第三次修正案をめぐり、自由党、改進党、日本自由党の保守三
党による折衝（以下、三派折衝）が連日行われた。折衝は、自由党の坂田道太、竹尾弌、相
川勝六、改進党の町村金五、田中久雄、吉田安、日本自由党の松田竹千代の 7 名の文部委
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員のほか、三党幹部の間で行われている59）。しかし自由党は、政府案は譲れないとする大達
文相の意向を受けており、三派折衝は容易にまとまらなかった60）。特に改進党の修正案が示
した中確法案第 3 条第 2 項の削除については、大達が最も強く反対していたとされる61）。
3 月 22 日に行われた各党の国会対策委員長（自由党：小沢佐重喜、改進党：荒木萬壽夫、
日本自由党：池田正之輔）会議では改進党の修正案を自由党が拒否した62）。また、同日の幹
事長会談では、自由党の佐藤栄作、改進党の村松謙三、日本自由党総裁の三木武吉（河野一
郎幹事長の代理出席）が折衝を行い、三木が妥協案を提示したものの、自由党と改進党はこ
れに応じなかった63）。翌 23 日には、自由党の文部委員（前出の竹尾、坂田に加え、長谷川
峻、原田憲ら）が同党の佐藤幹事長の自宅を訪問し、政府原案の通過を図るべきとの強硬意
見を申し入れており、同日の同党総務会では「軽々に改進党側との妥協をはかるべきでなく、
むしろ時間をかけても改進党の折れるのを待つべきであるとの空気が強かった」という64）。
さらに三派折衝の過程では、改進党の中曽根康弘に対する懲罰動議（中曽根懲罰動議）を交
渉材料に利用しようとする動き、すなわち、自由党が提出した中曽根懲罰動議を撤回する代
わりに、三派折衝において改進党が妥協するという「取引」の意図が自由党に見られたため
に、改進党内で議論が紛糾した65）。このような事情で三派折衝は難航したのである。
3 月 24 日には日本自由党から改めて妥協案（あっせん案）（以下、日自案）が提示された
（内容は後述の三派共同修正案を参照）。三木や河野ら同党幹部が自由党幹部（佐藤幹事長
ら）、改進党幹部（松村幹事長ら）と個別に会談し、「実現性のある妥協案の作成に奔走」し
たのである66）。特に三木は、三派折衝の過程で「最後までまとめ役をつとめた」が、改進党
の松村幹事長の言によれば、三木は吉田内閣の倒閣を見越し、保守三派の決裂を避けること
を意図していた67）。
さて、日自案には改進党の修正案の眼目であった行政罰規定はなく、政府原案どおり刑罰
規定が盛り込まれており、自由党がまず日自案を受け入れ、大達も了承した。次いで改進党
は同日、緊急中央常任委員会を開催したものの、日自案に対する意見はまちまちであったた
め、両院議員総会を開催して態度を決定することになった。同委員会解散後に開かれた同党
革新派有志 15 名 68）の会合では、同案が政府原案とほぼ同様であり、改進党の修正案の精神
が全く失われているとの批判が出され、本会議での反対投票も辞さないという態度が示され
たという69）。
そして、翌 25 日に同党両院議員総会で日自案についての採決が行なわれた。この結果、
賛成 41 票、反対 35 票で日自案を受け入れることに決し、この旨が自由党に伝えられた70）。
衆参合わせて約半数の議員が反対票を投じていることは、改進党内における「保守・革新」
の対立状況を如実に示すものであるといえよう。この後、三党の幹事長会談において、三派
折衝を経てまとまった修正案（三派共同修正案）を正式に確認し、同日中に文部委員会での
採決、本会議への上程・通過を図ることとなった71）。
2.6.3. 三派共同修正案の提出と修正議決
三派折衝が展開されている最中の 3 月 20 日に開催された文部委員会では、質疑開始後た
だちに、山中貞則（自由党）が教育二法案に対する質疑終局動議を提出し、議場が騒然とな
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る中、辻委員長が動議成立を宣言した72）。三派折衝がまとまっていない段階での委員会開催
は政府原案の採決強行を意味する。自由党の佐藤幹事長と小沢国会対策委員長は委員会開催
が辻文部委員長の独断であると弁明したが、「改進党は話が違うと幹部会談も打切ってし
まった」という。この背景には、自由党の代議士会において野党の審議引き延ばしを批判す
る強硬意見があったとされる73）。また、同日の本会議では、「大達文部大臣不信任決議案」
（鈴木茂三郎外 134 名提出）が上程されたが、否決された74）。
同月 25 日の文部委員会では、野原覺（前出）らによって提出された辻委員長不信任動議
について、辻原弘市（前出）がその趣旨弁明を行った。竹尾弌委員長代理によって動議の採
決が行われたが、起立少数でこれは否決されている75）。その後、辻が委員長に復帰し、20
日の同委員会で提出された質疑終局動議について、「委員会混乱のため宣告が明瞭を欠いた
点もあった」として改めて採決が行われ、起立多数で質疑は終局となった76）。質疑終局後、
松田竹千代（前出）外 16 名提出の教育二法案の修正案について坂田道太（前出）から趣旨
説明が行われ、この修正案をめぐる質疑が行われた77）。これが三派共同修正案であり、その
案文は下記のとおりである78）。
義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する法律案に対する修正案
義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する法律案の一部を次のように
修正する。
題名を次のように改める。
義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法
第三条第一項中「反対させる教育」を「反対させるための教育」に改め、同条第二項
を削る。
附則中「施行する」を「起算して十日を経過した日から施行し、当分の間、その効力
を有する」に改める。
教育公務員特例法の一部を改正する法律案に対する修正案
教育公務員特例法の一部を改正する法律案の一部を次のように修正する。
第二十一条の三第一項の改正規定中「制限については」の下に「、当分の間」を加え
る。
附則第一項中「公布の日から」の下に「起算して十日を経過した日から」を加える。
坂田の説明によれば、中確法修正案については、題名を臨時措置法とし、効力を「当分の
間」とする規定を設けて暫定法である趣旨を明らかにしたという。教育二法案の賛否が分か
れている世論の動向を考慮して暫定法とし、将来検討の余地を残したというのがその理由で
あった。第 3 条の修正については、特に第 2 項の表現が難解で運用を誤るおそれがあるた
め、これを第 1 項に取りまとめた。施行期日を公布後 10 日としたのは、関係機関や国民一
般に周知するためである。また、教特法修正案について、第 21 条の 3 第 1 項の改正規定を
当分の間適用されるものとし、施行期日を改めたのは、中確法修正案と同様の理由であった。
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瀧嘉衛が述べるように、三派共同修正案は「広汎な反対世論を考慮したやや妥協的、政略的
な考え方から出たもの」と考えられ、「本質的には原案と余り変わらないもの」79）であった
が、文部委員会では特に、中確法案の第 3 条第 1 項に「ための」を挿入したことの意味をめ
ぐって、論議が白熱した。
修正案の「当分の間」については、これが何年かと問うた松平忠久（右派社会党）に対
し、坂田は、「現実のような偏向教育が行われなくなったような場合においては、この法律
の意味もなくなる」と述べて、偏向教育が無くなるまでという見解を示し、それは世論に
よって判断される旨の答弁を行った。同様の質問を行った小林進（前出）に対しても、教育
二法案について、「偏向の是正が行われたあかつきにはこれをやめる」と説明している。
中確法案第 3 条第 1 項の「反対させる教育」を「反対させるための教育」に改めた点に
ついては、この差異をめぐって小林（進）が執拗に質問を繰り返した。これに対して坂田
は、「反対させる教育」とは、「たとえば政党の名前をあげていう場合」であり、「反対させ
るための教育」は、「名前は出さなくても、それが結局潜在意識となりまして、そうしてそ
こまで持って行く教育」と答弁した。吉田安は山口日記事件を例に挙げ、「反対させる教育」
では特定政党の名を挙げていない日記の取り締まりは困難であり、「反対させるための教育」
とすればそれが可能になる旨の答弁を行ったが、小林は納得していない。また、同条第 2
項を削除した理由を尋ねた辻原に対し大達は、教育基本法第 8 条第 2 項の書き方とほぼ同
様と述べるとともに、第 3 条第 1 項に「ための」という字句が入れば、第 2 項の規定は削
除されても、「ための」という字句の中に包含されるとし、「山口日記」はこれに該当すると
の見解を示した。この点に関し小林信一（前出）は、「『ための』という簡単な三つの文字に
よってあらゆることに適用できるというのは危険」と述べ、これを問題視している。
当日の終盤は質疑が紛糾し、議場騒然となったため一時休会となり80）、約 20 分後の翌 26
日午前 1 時 14 分に再開された。衆議院通過を急ぐ保守三党と審議引き延ばしを図る左右両
派社会党との対立が表面化し、「暁の国会」となったのである。ここでは、辻委員長が質疑
終局を告げ、続いて教育二法案と同修正案が一括討論に付され、各党を代表して、長谷川峻
（自由党）、吉田安（改進党）の賛成討論、野原覺（左派社会党）、前田榮之助（右派社会党）、
小林信一（小会派クラブ）の反対討論、松田竹千代（日本自由党）の賛成討論が行われた
（以上、登壇順）。討論終了後は教育二法の修正案と修正部分を除く原案について採決が行わ
れ、賛成 16、反対 9 の起立多数で修正議決された81）。
26 日の文部委員会で修正議決された教育二法案は、同日の本会議で議題とされた。この
本会議では先述のとおり、辻文部委員長によって文部委員会における審議経過報告が行われ
るとともに、山崎始男（左派社会党）、原田憲（自由党）、松平忠久（右派社会党）、町村金
吾（改進党）、中村梅吉（日本自由党）（以上、登壇順）の 5 名が各党を代表して、教育二
法案に対する討論を行った。そして、討論の終局後、教育二法案は採決され、賛成（白票）
256 票、反対（青票）137 票で委員長報告のとおり、修正議決されたのである82）。
（次号に続く）
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